




②農地・農業用施設・景観の保全活動の取組を拡大させるため、これまでの「農地・水保全管理支払」を

拡充して、今年度新しく創設された「日本型直接支払制度（多面的機能支払）」の普及啓発を図る説明会

の開催等に取り組み、取組組織及び取組面積は昨年度を大きく上回る見込みです。新たに取り組む活動

組織において、子どもたちと地域が一体となった保全活動が円滑に実施できるよう、体制づくりを支援

する必要があります。また、学校や自治会、ＮＰＯなどさまざまな主体が参加する保全活動の持続的発

展に向け、地域の人材育成や持続的に活動を支える体制づくりにより、地域コミュニティ活動として定

着させていく必要があります。 

③大学生を中心とした少年警察学生ボランティア 60 人を委嘱し、農業体験等の居場所づくり活動を実施

するなど、非行少年等の立ち直り支援活動を推進しました。今後とも、更なる活動の推進を図っていく

必要があります。 

④「命の大切さを学ぶ教室」を開催した６校で受講者にアンケート調査を実施した結果、回答者の 98.9％

が「命を大切にしなければならない」と、また、98.6％が「被害者や遺族の人たちは、大変な思いをし

ている」とそれぞれ回答し、命の大切さや被害者等が置かれている現状に対する理解が深まっているこ

とが確認できました。引き続き、１校でも多くの学校で「命の大切さを学ぶ教室」を開催し、命の大切

さや被害者等の置かれている現状に対して理解を得ていくとともに、「犯罪被害者支援を考える集い」、

「犯罪被害者支援キャラバン隊」の広報啓発イベントを開催し、大学生を始めとする多くの県民に犯罪

被害者支援活動への参加を呼び掛けていきます。 

⑤「三重県飲酒運転０
ゼロ

をめざす条例」および同基本計画を踏まえ、多くの県民の皆さんと連携し、飲酒運

転０
ゼロ

をめざすキャンペーンを県内各地で展開するとともに、飲酒運転０
ゼロ

メッセージ運動などの取組によ

り、規範意識の定着に努めています。若者への効果的な啓発のため、大学生等との連携を図り、飲酒運

転０
ゼロ

をめざした教育および知識の普及・啓発を進めていくことが必要です。 

⑥多言語ホームページでは、７月に台風８号が接近した時に、平成 25年度に作成した台風に関する映像情

報をトップ画面に移動させたところ、多くの閲覧がありました。さらに、地震・津波に関する新しい防

災情報を９月に提供しました。外国人住民の防災意識を高めるため、引き続き防災情報を継続的に提供

していく必要があります。 

⑦医療通訳育成研修を、新たにフィリピノ語を追加した３言語（ポルトガル語、スペイン語、フィリピノ

語）で実施しました。今後は、より多くの言語による医療通訳人材がますます求められることから、計

画的な人材育成が必要です。 

⑧多文化共生のための啓発イベントを伊勢市で平成 27 年２月に開催する予定です。こうした事業にさま

ざまな主体に参画していただくことで、多文化共生の意識の浸透を図っていく必要があります。 

 ⑨外国人児童生徒教育担当者会議において、「外国人児童生徒の在籍学級における教科指導の方法」「小・

中・高等学校の円滑な引継ぎ」について県内６カ所で協議を行い、共有を図ることができました。小・

中・高等学校において、日本語能力の育成に向けた指導方法やＪＳＬカリキュラムに係る効果的な指導

事例について調査研究、情報共有を深める必要があります。 

 ⑩学校・家庭・地域が一体となった日本語支援体制づくりに取り組むとともに、外国人生徒支援専門員を

活用して日本語支援や教育相談等に取り組みました。また、ＪＳＬカリキュラムの実践研究を進め、そ

の成果を高等学校へ普及する必要があります。 

 ⑪「障がい者芸術文化祭」（平成 26年 11月開催）について、実行委員会を組織し、地元ケーブルテレビや

タウン情報誌なども含めた効果的な広報や、特別支援学校特設コーナーの設置、ステージ発表や展示作

品の確保など開催市と連携した取組を進めました。引き続き、展示作品等や入場者数の増加に努め、障

がい者の社会参加を促進していくことが必要です。 

⑫「三重おもいやり駐車場利用証制度」の利用証交付者数は 21,189人(平成 26年６月末)、駐車場の登録届

出数は 1,904 施設・3,819 区画(平成 26 年６月末)となり、着実に当制度が定着しつつありますが、依然

として利用証を掲示していない車が多く見られます。 





③「犯罪被害者支援キャラバン隊」は、平成 27 年度に紀北町と尾鷲市を訪問することで三重県内の各市町

を一巡します。引き続き、多くの学校で「命の大切さを学ぶ教室」を開催し、１人でも多くの学生が聴講

することで、社会全体で犯罪被害者等を支えるという意識を醸成し、命の大切さを感じさせることで規範

意識の高揚を図っていきます。また、大学生を始めとする多くの県民に犯罪被害者支援活動への参加を呼

び掛けるため、行政機関、民間支援団体、事業所等と連携し、「犯罪被害者支援を考える集い」等の広報

啓発活動を実施します。 

④平成 27 年度も引き続き、非行少年等の立ち直りを図るため大学生を中心とした少年警察学生ボランティ

アを 60人委嘱し、12回の非行少年等の立ち直り支援を目的とした「少年の居場所づくり」に取り組むな

どして、少年の非行防止活動等の核となる人材の育成も視野に入れ、子ども・若者の県民力の向上に取り

組みます。 

⑤飲酒運転０
ゼロ

をめざした啓発については、大学生等との連携・参画のもと、大学祭等での啓発事業を効

果的に展開します。 

⑥多言語ホームページが活用されるよう、防災情報などの外国人住民のニーズが高い内容を把握し、わかり

やすく取り上げていきます。現在のポルトガル語、スペイン語、英語、日本語に新たな言語を加えるなど

内容の充実を図ります。 

⑦医療通訳の計画的な育成を行うなどにより、多文化共生社会の実現をめざしていくには、さまざまな主

体との連携が不可欠であることから、外国人住民、ＮＰＯ団体、ボランティア、市町等が主体的に活動

しやすい環境づくりに取り組みます。 

⑧これまで多文化共生啓発イベントを実施していない地域で事業を開催するなど、さまざまな主体に参画

していただくことで、多文化共生の意識の浸透を図ります。 

⑨日本語指導が必要な外国人児童生徒に対し、外国人児童生徒巡回相談員による日本語指導や、学校生活へ

の適応指導の充実に継続的に取り組みます。また、日本語で学ぶ力の育成のためのＪＳＬカリキュラムの

実践研究を進め、引き続き効果的な指導事例を指定校での活用等を通じて検証し、指定校への学校訪問等

により、外国人児童生徒の在籍が多い地域の小中学校を中心に普及を図ります。 

⑩外国人生徒支援専門員を県立高等学校に配置し、日本語指導が必要な外国人生徒の支援を行います。また、

ＪＳＬカリキュラムの実践研究とともに、その成果の検証を進め、県内に普及します。さらに、外国人児

童生徒教育担当者会議等において、「小・中・高等学校の円滑な引継ぎ」等について協議を行い、一層の

共有を図ります。 

⑪「障がい者芸術文化祭」への参加者数、入場者数がより一層増加するよう、開催方法や広報等について検

討し、開催地と連携して開催します。 

⑫「三重おもいやり駐車場利用証制度」の啓発を行い、適正な制度の運用を図るとともに、駐車場の登録に

ついて事業者等に協力を依頼します。 

⑬認定ＮＰＯ法人数の増加に向けて、認定申請を考えているＮＰＯ法人の意欲がさらに高まるよう情報提供

や助言等をきめ細かに行うとともに、ＮＰＯ・市民活動の意義や役割について、県民に向けてより分かり

やすい形での情報提供に努めます。 

⑭「市民活動・ＮＰＯ月間」においては、みえ県民交流センター指定管理者や地域の市民活動センターとの

連携・協働をさらに強化して情報発信に取り組みます。また、中間支援団体と連携して、寄附や融資の活

用等によるＮＰＯ法人の運営基盤強化を促します。 

⑮大規模災害時において県内外からの災害ボランティアを円滑に受け入れられるよう、支援センターの体制

整備を検討します。また、ＮＰＯが災害時に専門性を発揮して支援活動に参加する意識の醸成に取り組み

ます。市町におけるマニュアル策定や訓練の実施を通して、現地災害ボランティアセンターの関係者（市

町・市町社会福祉協議会・ＮＰＯ等）の「顔の見える関係づくり」を促します。 

 

 





⑨多文化共生社会の担い手をつくる外国人児童生徒教育推進事業【教育委員会】 

予算額：（26） ３２，８３７千円 → （27） ２９，９６７千円 

事業概要：多文化共生の考え方のもと、外国人児童生徒が学ぶ楽しさを感じ、将来、社会の一員として

共に生活し自己実現を果たすために必要な学習言語の習得を支援します。また、教科指導型日

本語指導（ＪＳＬカリキュラム）の実践研究を進めます。 

⑩社会的自立を目指す外国人生徒支援事業【教育委員会】 

予算額：（26）  ４，８９０千円 → （27）  ４，８９０千円 

事業概要：日本語指導が必要な外国人生徒が、将来、社会的自立を果たし、社会の一員として活躍でき

るよう、学校・家庭・地域が一体となった日本語支援体制づくりを進めるとともに、外国人生

徒支援専門員を活用し、高校における日本語指導の充実を図ります。また、日本語で学ぶ力の

育成を目指したカリキュラム（ＪＳＬカリキュラム）の実践研究とともに、その成果の検証を

進め、県内に普及します。 

⑪障がい者の持つ県民力を発揮する事業【健康福祉部】 

予算額：（26） ４，０９０千円 → （27） ４，１２１千円 

事業概要：障がい者の芸術・文化活動の活性化を図るため、多様な主体が連携して「三重県障がい者芸

術文化祭」を開催し、障がい者の自立と積極的な社会参加を推進します。 

⑫三重おもいやり駐車場利用証制度展開事業【健康福祉部】 

予算額：(26)   ３，０２２千円 → (27)  ３，０７０千円 

事業概要：障がい者や妊産婦、けが人などで、歩行が困難な方の外出を支援するため、必要な方に利用

証を交付するとともに、事業者等に「おもいやり駐車場」の登録について協力を依頼するほ

か、市町やユニバーサルデザインアドバイザーなど、さまざまな主体と連携して制度の普及

啓発に取り組みます。 

⑬ＮＰＯ活動支援推進事業【環境生活部】 

予算額：（26）  ６，７３０千円 → （27）  ６，４８８千円 

事業概要：特定非営利活動促進法に基づくＮＰＯ法人に係る認証事務、認定事務、設立の手続や会計実

務等に係る相談・指導を行うとともに、条例に基づくＮＰＯ法人の指定について啓発や助言を

行います。ＮＰＯや市民活動の意義や役割について県民の理解を深め、活動に参加するきっか

けとするため、講演会を開催するとともに、県民・ＮＰＯ等による意見交換会を行います。 

⑭みえ県民交流センター指定管理事業【環境生活部】 

予算額：（26） ２９，２７２千円 → （27） ２９，５４２千円 

事業概要：みえ県民交流センターの管理・運営を行うとともに、市民活動団体に関する情報の収集・発

信や、ＮＰＯ法人の運営基盤強化のための研修、中間支援組織向けの講座などにより、県民の

理解と支援を広げ、市民活動を促進します。 

⑮災害時に備えたネットワーク強化事業【環境生活部】 

予算額：（26）  １，０１２千円 → （27）  １，１９２千円 

事業概要：大規模災害時に県内外の災害ボランティアを円滑に受け入れるため、受入体制整備計画の見

直しや、市町におけるマニュアル策定・活用への支援に取り組むとともに、現地災害ボランテ

ィアセンター関係者の「顔の見える関係づくり」を促す訓練等を行います。 


